
経済産業省 1,015億円 （27%）

・先進的省エネルギー投資促進支援

事業費補助金 325億円

・クリーンエネルギー自動車導入促進補助金

155億円 等

Ａ．2030年までに温室効果ガスの削減に効果があるもの 3,777億円

別紙１

農林水産省 1,210億円 （32%）

・森林環境保全整備事業 838億円

・水源林造成事業 252億円 等

その他府省 12億円

A～Dの4分類ごとの府省別内訳等

環境省 1,336億円 （35%）

・廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏

構築促進事業 260億円

・二国間クレジット制度（JCM）資金支援事業

（プロジェクト補助） 104億円 等

国土交通省 150億円 （4%）

・環境・ストック活用推進事業 75億円 等

復興庁 53億円 （1%）

・森林環境保全整備事業 45億円 等

（注） 「復興庁」とあるのは、東日本大震災復興特別会計に計上されている予算であり、事業実施府省へ移替えて
執行するものである。



（注） 令和３年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「2030年までに温室効果ガスの削減に効果がある
もの」に該当すると考えられるものを集計したところ、計3,777億円であった。

【参考：「Ａ．2030年までに温室効果ガスの削減に効果があるもの」

の対策分野別内訳】

業務その他部門の取組 888億円 （24%）

国際的な地球温暖化対策への貢献
131億円 （3%）

運輸部門の取組 323億円 （9%）

産業部門（製造事業者等）の取組

401億円 （11%）

森林等の吸収源対策、バイオマス等の活用
1,338億円 （35%）

公的機関における取組 6億円

エネルギー起源CO2以外の温室効果ガス
の排出削減対策 10億円

横断的施策 99億円 （3%）

科学的知見の充実のための対策・施策 25億円 （1%）

持続可能な社会を目指した低炭素社会
の姿の提示 93億円 （2%）

エネルギー転換部門の取組
235億円 （6%）

家庭部門の取組 227億円 （6%）



経済産業省 371億円 （79%）

・高効率・高速処理を可能とするAIチップ・次世代

コンピューティングの技術開発事業 100億円

・CCUS研究開発・実証関連事業 60億円 等

文部科学省 14億円 （3%）

・革新的パワーエレクトロニクス創出基盤技術

研究開発事業 14億円

環境省 85億円 （18%）

・脱炭素イノベーションによる地域循環

共生圏構築事業 80億円 等

Ｂ．2030年以降に温室効果ガスの削減に効果があるもの 470億円

その他府省 0.3億円



（注） 令和３年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「2030年以降に温室効果ガスの削減に効果がある
もの」に該当すると考えられるものを集計したところ、計470億円であった。

【参考：「B．2030年以降に温室効果ガスの削減に効果があるもの」

の対策分野別内訳】

横断的施策 238億円 （51%）

エネルギー転換部門の取組

68億円 （15%）

科学的知見の充実のための対策・施策 1億円

産業部門（製造事業者等）の取組
39億円 （8%）

持続可能な社会を目指した低炭素社会
の姿の提示 85億円 （18%）

国際的な地球温暖化対策への貢献
9億円（2%）

運輸部門の取組 30億円 （6%）



1,984億円

農林水産省 354億円 （18%）

・治山事業（山地治山総合対策（うち防災林造成

以外のもの） 等） 320億円

・国有林野における森林環境保全利用対策のうち

森林環境保全経費 16億円 等

環境省 401億円 （20%）

・循環型社会形成推進交付金 364億円

・温室効果ガス観測技術衛星等による排出量検証に

向けた技術高度化事業 29億円 等

国土交通省 92億円 （5%）

・山地治山総合対策（うち防災林造成

以外のもの 等） 62億円 等

経済産業省 1,099億円 （55%）

・燃料電池自動車の普及促進に向けた水素ステーション

整備事業費補助金 110億円

・風力発電のための送電網整備の実証事業費補助金

89億円 等

Ｃ．その他結果として温室効果ガスの削減に資するもの

（注） 「復興庁」とあるのは、東日本大震災復興特別会計に計上されている予算であり、事業実施府省へ移替えて
執行するものである。

その他府省 0.3億円

内閣府 15億円 （1%）
復興庁 22億円 （1%）



（注） 令和３年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「その他結果として温室効果ガスの削減に資する
もの」に該当すると考えられるものを集計したところ、計1,984億円であった。

【参考：「C．その他結果として温室効果ガスの削減に資するもの」の対策分野別内訳】

業務その他部門の取組
428億円 （22%）

森林等の吸収源対策、バイオマス等の活用
452億円 （23%）

産業部門（製造事業者等）の取組
91億円 （5%）

科学的知見の充実のための対策・施策 30億円（1%）

横断的施策 90億円 （5%）

エネルギー転換部門の取組
706億円 （36%）

運輸部門の取組
142億円 （7%）

国際的な地球温暖化対策への貢献 32億円（2%）

エネルギー起源CO2以外の温室効果ガス

の排出削減対策 14億円（1%）

公的機関における取組 1億円

持続可能な社会を目指した低炭素

社会の姿の提示 0.1億円



文部科学省 82億円 （21%）

・全球地球観測システム構築の推進に必要な経費

82億円 等

経済産業省 50億円 （13%）

・鉱物資源開発の推進のための探査

等事業委託費 19億円 等

国土交通省 10億円 （3%）

農林水産省 16億円 （4%）

環境省 184億円 （46%）

・低炭素型の行動変容を促す情報発信（ナッジ）等に

よる家庭等の自発的対策推進事業 27億円 等

内閣府等 18億円 （5%）

外務省 36億円（9%）

397億円Ｄ．基盤的施策など



（注） 令和３年度予算案について、地球温暖化対策関係予算の「基盤的施策など」に該当すると考えられるものを
集計したところ、計397億円であった。

【参考：「D．基盤的施策など」の対策分野別内訳】

森林等の吸収源対策、バイオマス等の活用
9億円 （2%）

横断的施策 60億円 （15%）

持続可能な社会を目指した低炭素社会の姿の提示 11億円 （3%）

エネルギー転換部門の取組 39億円 （10%）
科学的知見の充実のための対策・施策

106億円 （27%）

業務その他部門の取組 46億円 （12%）

国際的な地球温暖化対策への貢献
98億円 （25%）

公的機関における取組 27億円 （7%）
エネルギー起源CO2以外の温室効果
ガスの排出削減対策 2億円


